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第２回雇用・労働ＷＧ議事録 
 
１ 日時：平成１６年１０月６日 １０：００～１２：００ 
 
２ 場所：永田町合同庁舎共用第１会議室 
 
３ 出席者：八代尚宏主査、小嶌典明専門委員 

  （参考人）㈱リクルート 鈴木敦雄氏 

  （法務省）人権擁護局 神村昌通参事官 

  （厚生労働省） 

   職業安定局総務課       岡崎淳一課長 

     〃  需給調整事業課   坂口卓課長 

     〃  雇用保険課     生田正之課長 

   職業能力開発局総務課     妹尾吉洋課長 

   労働基準局監督課       苧谷秀信課長 

   労働基準局勤労者生活部企画課 山越敬一課長 

   労働基準局賃金時間課     上岡正幸主任中央賃金指導官 

  （事務局）河野栄室長、原一郎企画官 
 
４ 議事 
（１）法務省ヒアリング 
八代主査：規制改革会議の雇用・労働ＷＧで、普段あまり法務省とは関係ない

んですが、人権擁護法案に関連しまして、ちょっと御説明いただければと思

いますので、大体２０分ぐらいを考えておりますので、最初に、こちらの質

問にお答えいただくという形で、できれば１０分ぐらいで御説明いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 
神村参事官：法務省の人権擁護局の参事官をしております、神村と申します。

よろしくお願いいたします。 
 御指示のありましたように、この人権擁護法案の関係について御説明させ

ていただきますが、人権擁護法案につきましては、お手元に資料としてお配

りした関係で、人権擁護法案を巡る動向について、ということで時系列とい

いますか、人権擁護法案がどういう風になったかというペーパーがもともと、

今日用意したものでなくて、事前に用意したものがお手元にあるかと思いま

すけれども、これを御覧いただきますと、人権擁護法案がいつ出てどうなっ

たか、というのがお分かりになりますが、簡単でありまして、要は平成１４

年、２００２年の３月に国会に人権擁護法案が提出されたわけですけども、
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昨年１０月、ほぼ１年前になりますけれども、第１５７回国会で衆議院解散

ということがありまして、解散に伴って廃案になりました。現在この人権擁

護法案は国会に提出されていない、という状態になっております。 
  ただ、私どもといたしましては、人権擁護法案というものは実効的な人権

救済制度、この実効的な人権救済制度の実現のために是非とも必要な法案で

あると考えておりますので、是非ともできるだけ早期に出したいということ

で今準備をしているところであります。 
  現在、何をしているかと言いますと、法案提出から２年半ほど経ちまして、

色んな事情が変化している、ということや、それから、国会における審議で

色々な点につきまして御指摘がありまして、そういった状況を踏まえまして、

いつ提出するかという再提出の時期と、それから再提出する際の法案の内容

等につきまして、検討を行っているというところであります。 
  この検討について、若干付け加えますと、国会の審議で特に問題になりま

したのは、主として報道による被害に関する規定というのを置いていたわけ

ですけれども、報道による被害、報道による人権侵害がメディア規制になる

のではないか、という御指摘がございました。また、この法律といいますの

は、人権委員会という独立行政委員会、これを立ち上げることにしているわ

けですが、その所轄が法務大臣、法務大臣の所轄に属する、という規定をし

ていた点につきまして、法務大臣の所轄というのは問題がある、という御指

摘もありました。その他、色々な御意見もありましたし、それから、色々な

分野での人権侵害に関する取組、人権問題に関する取組についても変化がそ

の後ございまして、こういった国会での審議状況とか諸事情の変化といった

ものを踏まえて、先ほど申し上げましたように、再提出する法案の内容をど

うするかという点、それから再提出をいつにするか、という点について検討

を行っている、ということでございます。 
  次に、規制改革推進３か年計画との関係について御説明いたします。規制

改革推進３か年計画におきましては、雇用・労働の分野で、募集・採用にお

ける制限の緩和、差別撤廃への取組ということで、人権擁護法案のことが取

り上げられております。ここのところに書かれておりますのは、「人種・信条・

社会的身分等を理由としてする不当な差別的取扱いの禁止を定めた「人権擁

護法案」が国会に提出されているところであるが、成立後におけるその円滑

な施行を図る。」と、こういう風に書かれております。この廃案となった人権

擁護法案につきましては、お手元に今日お配りした、人権擁護法案というこ

とで第３条の一部を抜き書きしたペーパーがございますけれども、この第３

条の１項第１号が「次に掲げる不当な差別的取扱い」というものを掲げて、

これを３条全体で人権侵害に当たるからこれをしてはならない、という禁止



 3

規定を設けているわけですが、その３条１項第１号ハのところに、「事業主と

しての立場において労働者の採用又は労働条件その他労働関係に関する事項

について人種等・・・」、この「人種等」というのは非常に色々な要素を含ん

でおりまして、この２条におきまして「人種等」の中身を説明しているので

すが、人種、民族、信条、性別、社会的身分、門地、障害、疾病・・・病気

ですね、または性的指向を理由としてする不当な差別的取扱いをここで禁止

している、というものになります。こういう条項が置かれておりまして、そ

れを踏まえて規制改革推進３か年計画においてこの円滑な施行を図る、と書

かれたわけですが、先ほど申し上げましたように、人権擁護法案は現在廃案

になって国会にはかかっていないという状況になっております。 
そこで、これも先ほど申し上げましたが、再提出する法案の内容について

の検討ということが問題になろうかと思うわけですけれども、現段階では私

ども事務当局から再提出する法案の内容がどうなるか、ということについて

の結論的なことを申し上げることはできないわけですけれども、今申し上げ

ました労働者の採用または労働条件その他労働関係に関する事項についての

不当な差別的取扱いという点、これを禁止するということにつきましては、

事務当局としてはその必要性を認識しておりますし、当然、規制改革推進３

か年計画にこれが挙げられている、ということを尊重することになるわけで

ありまして、そうしたことを踏まえて検討を進めている、ということでござ

います。以上です。 
八代主査：ありがとうございました。 
小嶌専門委員：ちょっと経緯を申し上げますと、その３か年計画に関連するこ

となんですが、私どもは、逆に人権擁護法案に少し問題があるのではないか

という認識を当時持っておりました。ただ、内閣提出法案について、内閣府

の下にある総合規制改革会議が異論を唱えるのは不適切だ、ということで、

先ほど仰ったような内容になったんですけれど、次のような懸念を現在もい

だいております。 
  １つは、先ほど御紹介のあった「人種等」の意味が採用との関係でも非常

に広いと。疾病とか、これはまだコンセンサスができていないと思いますが、

性的指向といった文言も入っている。それについて、不当な採用差別が禁止

されるということになるのでしょうが、「不当な」という言葉は必ずしもスト

ッパーにならない。とすると、採用に対して非常にきつい縛りになる可能性

があるのではないかと。 
  それと、労働関係特別人権侵害については、紛争調整委員会による調停と

仲裁を予定されていますけれども、従来、紛争調整委員会は、均等法の下で

の機会均等委員会の時代から一貫して募集採用の問題についてはタッチして
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こなかった、避けてきた、という経緯があります。にも関わらず、今回紛争

調整委員会が採用の問題について関与することになった。この点についても、

そこまではコンセンサスが得られていないのではないか。 
それから、前回出された法案を拝見しますと、この紛争調整委員会という

ものについて、職権的な性格が強くなっていると。 
  そういったことを諸々総合して考えますと、少なくとも労働関係の問題に

ついては、もう少し慎重に御検討いただけないか、というニュアンスだった

のですが、実際には諸般の事情から逆の表現になってしまった。そういう点

についても、御理解いただきたいと思います。 
従いまして、今問題になっているメディアの関係とか、そういった問題に

ついて異論がある、というわけではありません。 
神村参事官：分かりました。そういう御意見を今後の検討で踏まえていきたい

と思います。 
いずれにしましても、今検討しているのは法案の全体について検討してい

るわけですけれども、これが出来上がった経緯の中では、一方でやはりわが

国の労働関係では募集と採用についての差別に関しての、これを禁止するも

のがないじゃないか、というような国際的な指摘もあってですね、この辺を

どうするのかというのは、他方の意見もある、ということを我々は考えてい

るわけです。 
  ただ、今御指摘ありました御意見というのを、当然我々も頭に入れて検討

作業を進めていきたいと考えます。 
八代主査：雇用機会均等法が募集や採用においても差別を禁止しているわけで

すが、あれは男女だけだから、ということなんですか。また、国際的に見て

日本だけがそれをしてない、っていうことの意味ですが。 
神村参事官：そうですね、男女についてはそこで書かれていますけれども、今

言いました人種を含めた様々な要素がありますね、先ほど言いました性的指

向というのも新しい要素ですし、疾病とか障害とかもありますけど、こうい

ったものについての規定はない、と。 
八代主査：しかし、それはむしろ雇用機会均等法の方を拡大していけばいいわ

けで、別に雇用機会均等法の精神は何もそれと矛盾するわけではないわけで

すからね。だから、ちょっと屋上屋のような感じもするんですけど。 
神村参事官：その辺の議論は、私ども法務省の所管でない法律の問題も入って

きますので、もし答えるとすれば個人的な見解ということになりますけれど

も、雇用機会均等法というのがそもそもどういうところを目指して作られた

のか、一方で人権擁護という全体からの法律を作るときに労働の分野の問題

を取り込まずにはおけない、といいますか、ここで労働の分野も取り込んで



 5

作ることにした、ということになりますと、先ほど申し上げました人種とい

うので言葉を括るのはちょっとどうか分かりませんけれども、障害や疾病も

含めたそういった事由によっての差別を禁止する、という中に、今言った労

働の分野の問題も取り込む、というのも１つの考え方であったかと思います。 
  一方、特にこれは中々難しい問題かと思いますけれども、募集の点につい

てどうするんだ、というようなことを国際的にも言われてまして、採用は先

ほども出ましたように色々な形の規定が用意できるかもしれませんけれど、

そういった国際的な指摘もある、ということでございます。 
小嶌専門委員：募集については、現在は職業安定法に規定がありますから。私

どもの認識としては、１９９９年の法改正の時に、初めて一般的な形で募集

採用について法律的な制限がかかった、というように認識をしているのです

けれど。 
  その結果、どういうことを募集時に聞いてはいけない、というようなこと

が、この法改正を受けて、大臣告示等で決められている。法定化されている、

とまでは言えないかもしれませんが。 
八代主査：均等法でも、女子のみの採用とか男子のみの採用は駄目だという形

で、ある程度の歯止めはあるわけです。 
  問題意識はつまり、他の意味の人権というものと比べて、雇用関係という

のは能力というのがかなり大事なわけで、それを選挙権の問題とかプライバ

シーの侵害というような問題と一緒にすると、かなりそこは無理があるんじ

ゃないかなという一般的な考え方に対してはどうでしょうか。 
神村参事官：そうですね、これは非常に議論も難しいといいますか、細かい点

も出てくるかと思いますけど、先ほどちょっと御指摘ありましたように、「差

別的取扱い」に「不当な」という言葉をわざと付けてあるというあたりで、

ある意味の絞りといいますか、歯止めといいますか、それは当然意識してい

るわけです。 
  通常でしたら、差別っていうとマイナスイメージがあって、差別的取扱い

禁止だけで済むんでしょうけれども、我々もそういった面を当然意識して、

「差別的」の前に「不当な」というのを入れているわけですし。あと、例え

ば当然、色んなことは意識しておりまして、「年齢」というのは特にここに挙

げてない。そうした行き過ぎた制約になる、ということを考慮してそういう

規定振りといいますか、規定というのを考えている、ということです。 
八代主査：その、「不当な」というところに能力の差に基づく格差は不当ではな

い、という解釈が当然入るわけですね。 
神村参事官：結局、そこに、合理的な理由に基づく区別といいますか、取扱に

差を設ける、ということについてはこれに当たらないんだ、という整理です。 
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小嶌専門委員：ただ、これまでもいろいろな制約があって、企業の側は非常に

センシティブになっている。 
例えば、疾病に関して言いますと、採用時には健康診断を行わなければい

けないにも関わらず、他方では健康診断を採用選考の手続きとして行っては

いけない、とかですね。 
それと、全く個人的な意見ですけれど、例えば性的指向などというのは、

専ら事業主の考え方如何の問題であって、こうした問題について国は本来ク

チバシを挟むべきではない、と思います。能力以前の問題としてですね。例

えば、一律に一定の性的指向を持った人については採用しない、というお考

えの事業主がいても、それはそれで構わないと思うのですが。 
また、「不当な」という文言が、そうしたお考えをお持ちの事業主にとって

救いになるか、というと、一定の性的思考を持った者は一律に不採用という

前提であれば、やはりそれは不当な差別になるのではないかと。何か合理的

な説明できますかね。 
神村参事官：まあ、その説明をここで答えるのは、私の方からこういう場合は

いけるんじゃないですか、というのも中々難しい。実際、説明としては不適

切かもしれませんけれども、実際の事例が起こったときに考えざるを得ない、

というのが１つあるのと、もう１つには、確かにこれは禁止規定を設けまし

たので、ここにこういう禁止した、という法律があるので、今後の裁判の上

でもですね、こう規定があるでしょ、ということが判決を書く上での１つの

根拠には使われることにはなると思いますけれども、では実質的な判断の点

でどこまで影響するか、ということになりますと、これまで積み上げられて

きた種々の判例の考え方などが、やはり１つにはベースになる部分があるだ

ろうと思います。 
  ですから、この法律ができたことでの影響と言うものについては両面あり

まして、一方でやはり、先ほど申し上げました色んな諸事由によっての何か

差別的な、不当な差別的な取り扱いをどこにも禁止する法律といいますか、

そういうものはない、という現状に対しての憂慮といいますか、こういうも

のは絶対必要なんだ、という部分と、それを書くことによって、一方で過度

の規制につながるということはあってはならない、これは当然のことであり

ます。 
  今、御指摘ありましたような考え方、御意見というものは当然我々も考え

ておりますし、もっと言えばこれの本当なら成立した後であればですね、こ

れの運用に当たってはそういったことは非常に重要なこととして考慮される

と。それで、人権委員会というものは、基本的に民間の方に委員になってい

ただいて、そこでのバランスの取れた判断をしていただくという、そういう
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制度設計でありまして、そこには政府の人間が委員になるということは予定

しておりませんし・・・ 
小嶌専門委員：いや、私が申し上げているのは労働関係ですから、人権委員会

ではなく、紛争調整委員会です。先ほど申し上げたように、紛争調整員会と

いうのは、これまで募集や採用については一貫してタッチしてこなかったの

です。そのことを原則としていた。それが、人権擁護法案が仮に成立すると、

タッチするようになるわけですよね。 
神村参事官：まあ、そこにタッチするようにして欲しい、という要望も世間に

はある。だから、募集と採用の部分を置き去りといいますか、除いた状態で

おく、ということに対する逆の意見も多かったわけですね。 
八代委員：先ほどの健康診断の件はどうなんですか。採用するときに健康診断

をするということは厳密に解釈すればこれは違法になりますよね。 
神村参事官：どうなんですかね。その、具体的なことについて、ちょっと・・・ 
八代委員：実は、私が昔、ある国際機関に採用されるときにエイズの検査をさ

れたんですけどね。そんなことを日本の企業がやったら明らかに問題ですよ

ね。 
神村参事官：これも、非常に抽象的な答えになってしまいますけど、先ほど申

し上げましたように、合理的な理由があるか、というところに結局尽きるん

ですね。その、エイズのキャリアであるかどうか調べることが合理的な理由

があるのか、と。あるのであれば、恐らくそれは許されるでしょうし。 
八代主査：それは、経営者が合理的だと思ったときになるので。何が合理的か

の判断は患者側と経営者側とでは当然異なりますよね。 
神村参事官：そうなる場合もあろうかと思いますけど。 
八代主査：どうもありがとうございました。要するに、こちら側はそういう風

に考えている、ということで、仮に法律が通りましたら、その解釈について

色々あると思いますけど、よろしくお願いします。 
神村参事官：はい、承知しました。 
（法務省 退室） 
（厚生労働省 入室） 
 
（２）厚生労働省ヒアリング 
八代主査：どうも、お忙しい中、おいでいただきまして、ありがとうございま

した。本日、第２回の雇用ＷＧということで、専門委員の小嶌さんと、参考

人として、鈴木さんに出ていただいております。よろしくお願いいたします。 
  こちらから、御質問の、ちょっと長い質問もありますので、お答えいただ

きたいと思うんですが、全部まとめてもちょっとテーマが違うので、そちら
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も全部ずっといていただくのがあれなので、どういう風に分ければいいです

か、そちらの御担当との関係であれば・・・ 
岡崎課長：局ごとに。 
八代主査：はい、局ごとでやっていただいて結構です。それで、終わったとこ

ろは帰っていただいて結構ですから。では、そちらの方から。 
岡崎課長：では、前の方から順番に、安定局の分を説明させていただきます。 
  まず、１の（１）でありますが、紹介手数料の話。これにつきましては、

従来から、規制改革会議等と色々な御議論をさせていただいております。そ

ういう中で、既に御承知のように、ＩＬＯ１８１号条約というのが、私ども

はこれを前提にしながら、これまでも検討してきたということであります。 
  条約そのものについては、もう御承知のとおりでございますが、そういう

中で、労働政策審議会、ここで色々な議論をしてきていると。そういう中で、

芸能モデル、それから後は年収７００万円以上の科学技術者、経営管理者と

いうことになっておりますが、御承知のように、これまでの議論を踏まえま

して、今年の３月から、後者の方につきまして、年収要件を７００万に引き

下げたと、こういう状況になっているということであります。いずれにしま

しても、この１８１号条約という国際的な基準を前提にしながら私どもは議

論を進めていくべきだ、こういう風に思っているところであります。従いま

して、ＩＬＯ条約にもありますように、特定種類の労働者、特定種類のサー

ビスについては例外を認めることができると。この範囲内でどういう基準に

していくか、という議論ではなかろうかと。従いまして、対象業務の制限、

年収を一切なくすと、撤廃する、ということについては、これは条約との関

係等を考えても難しいと、こういう風に考えているということであります。

それを前提にしながら、じゃあどういう範囲か、ということにつきましては、

これについては引き続き検討と、こういう基本的なスタンスを持っていると

ころでございます。 
まあ、御承知のように、３月から引き下げたばかり、ということでありま

すが、来年度、１年経った段階で、状況を調査するということで、これは予

算も要求しているということでありますので、その結果も踏まえまして、更

なる検討を進めていきたい、こういう風に考えているところでございます。 
それから、これとの関わりの中で、雇用保険受給者を対象にバウチャーを

支給するということを御指摘いただいております。ただ、これにつきまして

は、そもそも今の求職者の手数料をどうするか、という議論とも関わるわけ

でありますけども、現行において、求職者の利益のために必要であると認め

る場合のみに徴収できると、こういうことでありますし、いずれにしても求

職者という方から見ると、その場合を除きますと、無料の職業紹介が行われ
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る、とこういう状況であります。 
そういう中で、バウチャーを提供してですね、求職者が払う手数料に代わ

るような形ということについては、どうもおかしいのではないか、という風

に考えているということであります。 
  例外的に求職者の手数料が認められている場合に限定して、ということに

なったとすると、これはそういうものについてのみですね、雇用保険財源か

ら負担していく、ということについてはいかがなものかと、こういう風に考

えていることでございます。 
  我々としては、どういう形で民間の活用を図っていくかということについ

ては色々な事情があるのではないか、とこういう風に思っているところであ

りますが、どうもバウチャーというものはこの状況の中では馴染まないと、

こういう風に考えているところであります。 
  むしろ、これは今検討している中ではありますけれども、ハローワークの

利用者の中にも民間の色々なサービスを十分あることを御存知ないと、こう

いう部分はあるのではなかろうかと思いますので、そういうものについて誘

導するとか、そういう形の中で、民間が既に展開しているビジネスの中で、

求職者の利益になるような形を取っていくとか、それ以外にもうちの方で

色々な形の民間委託を含めたもの、そういったものを考えていく、というの

が基本線ではないかと、こういう風に考えているところでございます。 
八代主査：紹介予定派遣はちょっとテーマが違うので、今の２つのところだけ

で関連するので、ちょっと御議論させていただきたいんですが。 
まず、ＩＬＯ条約というのは解釈が非常にあるわけで、例えば年収制限を

しているような国が他にあるのかどうか、ということですよね。ですから、

年収制限を取っ払ったらＩＬＯ条約違反だ、という解釈がどれだけ普遍性が

あるのかどうか、もっと実効性のある規制の仕方だってあるのではないか、

というのが１つと。 
それから、バウチャーの意味を完全に誤解されているわけで、このバウチ

ャーは何も求職者が払う手数料を国が肩代わりする、という意味ではないん

ですよね。これは、このバウチャーとして我々が考えているのはドイツ型で

あって、今でもハローワークというのは税金を使ってただで求職者の利益の

ためにサービスを提供しているわけですから、その税金分をまさにバウチャ

ーの形に変えるのに過ぎないわけでして、これは全く形式上の問題である。

つまり、今直接ハローワークの人件費を負担されているのをバウチャーとい

う形で一旦やって、そのバウチャーをハローワークに持っていってサービス

を受けているという風に考えなおすだけの話です。ただ、違いはバウチャー

をハローワークだけでなくて民間の事業者にも使えるというようなイメージ
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な訳ですね。 
ですから、これは求職者が自ら払う手数料というものと別に結びつけて議

論していただくのは、ややミスリーディングで、仮に求職者が一切手数料を

払わなくたってこのバウチャーというのは成り立つわけですね、こちらの考

え方は。そこは御理解いただけますか。 
岡崎課長：１つ目の点について言うと、対象業務とか年収とかを全て撤廃する、

という御主旨かな、と思ったので、ＩＬＯ条約が特定の種類の労働者及び特

定の種類のサービスについて例外ですから、これの制限の付け方は議論があ

るかと思いますが、そういったものを一切撤廃するということになれば、条

約との関係が生じるのではないか、という主旨です。だから、必ずしも年収

がなきゃいかん、ということではない。それはそういう事だと思っています。 
  それから、バウチャーについては、その、バウチャーというのは色んな種

類がありますけれども、ドイツ型ということで、今お話がありましたけれど

も、ドイツの例でいけば、公共職業サービス自体はそれはむしろ強化する、

という流れの中で、民間を活用したい方についてはバウチャーを提供する、

こういう形だろうと。だから、安定所のサービスまでバウチャーという形に

はなってないんじゃないかと、こう一応理解しております。 
八代主査：そういう意味で、ということですね。 
生田課長：それとですね、ドイツの制度について調べましたら、バウチャー制

度の可能な範囲についてまで、求職者手数料の制限をしております。バウチ

ャーで支給する金額までだったら求職者手数料が取れる、という制度的な手

当てをした上で、バウチャーの導入をしておりまして、求職者手数料とセッ

トという考え方なんですね。 
八代主査：なるほど、そういう意味でそういうお答えをされた、ということで

すね。分かりました。 
岡崎課長：それでは、紹介予定派遣以外の事前面接でございますが、これにつ

きましても、従来から色んな議論の中でですね、議論されてきた、こういう

ことであります。ただ、私どもとしては、派遣制度というもの自体について

は、やはり派遣先との関係もありますが、基本的には派遣元が雇用者として

の責任を持つべき制度で、それが崩れると、ある意味では職業紹介と変わら

ないような形となってしまうと。 
従いまして、派遣元がきちんと責任を持つという制度そのものについては、

基本的に確保するべきだろうと、こういう風に思っているということであり

ます。そういう中で、派遣先が事前面接という形で労働者の雇用について選

択ができる、ということについては、（２）に書きましたような種々の弊害が

あるのではないか、こういう風に考えているということであります。 
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  ただ、そうは言いましても、どういう人が来るか事前に全く分からないの

は困る、というような色んな議論があった中で、この３月から、２つ目の括

弧の１にありますように、事前の訪問、労働者の判断で事前に訪問したり履

歴書を送付する、ということは可能だということで、これについては指針の

中でも明記している、という形になっている、ということであります。 
ただ、いずれにしましても、この点につきましても、規制改革３か年計画

の中で、この状況を見ながら検討する、こういうことになってございます。

これは先ほどと同じでありますが、施行後１年経った、要するに１７年度に

状況を調査することにしておりまして、これも調査に係る経費を予算要求し

ていると、こういう状況であります。その結果を見ながら私どもも検討しま

すし、こちらの方とも議論させていただきたい、こういう風に思っていると

ころであります。 
  それから、派遣期間の制限撤廃でありますが、これにつきましても、みん

なそれぞれずっと議論してきたものでありますけれども、私ども、わが国の

雇用慣行との種々の関係ということは整理した上で派遣制度というのを考え

ていかねばいけないんではないか、こういう風に思っている、ということで

ございまして、そういう中で、長期雇用慣行との関係、これをどう考えてい

くのかということを種々議論した中で、労働者派遣事業については、臨時的、

一時的な労働力需給調整システムということで、労働政策審議会等の中で合

意が形成されたということであります。 
  従いまして、そういう常用雇用との代替という議論の中で、どこまで制限

を設ける必要があるのか、その範囲を決めていく、ということであります。

従いまして、これにつきましても、一切制限をしない、というようなことに

ついては困難ではないか、という風に考えていることであります。 
  ここまでが１なんですが。どうしましょうか。 
八代主査：では、続けてください。 
岡崎課長：では、請負のところを。 
  それで、請負の法制化という御議論でありますが、私どもとしては、請負

というものについては、本来請負事業者が、仕事の完成とともに、そこで働

く労働者についてもきちっとした雇用責任、それからいわゆる派遣の場合で

は分かれる仕事上の指揮命令、これも含めてきちっとやる、いうのが請負だ

ろうという風に理解しております。そういう中で、きちっとした請負であれ

ばですね、そこで労働者保護に欠けるということについては基本的にないの

ではないかという風に思っておりますし、例えば建設業とか造船業とか、請

負事業者が混在して安全衛生法上必要という場合には、安全衛生法上必要な

別の観点からでありますが、そういう風になっている、ということでありま
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すので、ここで直ちに請負について何らかのことをしなければ保護に欠ける

いう状況ではないのではないか、こういう風に思っております。 
  そういう中で、７ページでございますけれども、派遣先、まあ、これは請

負との間でこういう御議論が出ているのかと思いますが、派遣元、派遣の場

合であっても派遣先にですね、責任者を駐在させた場合には請負と類似の整

理でいいんではないかと、こういう発想だろうと思いますが、期間制限をな

くしてもいいんではないかと、こういう御議論であります。ただ、私どもは、

請負と派遣とは、法的な整理が全く違うと、こういう理解をしておりますし、

その中で、これは先ほどの繰り返しになりますが、労働者派遣事業は臨時的、

一時的な労働力需給調整システムと、こういう位置づけで議論してきている。

こういう中で、常用代替があるかないか、ということと、派遣先に責任者を

置いたかどうかというのは、少し議論の筋が違うんではないかと、こういう

風に思っているということです。 
  派遣先に現場責任者を駐在させて、本当に請負という形であるのであれば、

請負にしていただければ、それは別に期間制限とは関係ないということにな

りますし、中間的なものを別の議論、理屈で、そうだから派遣であっても期

間制限をなくす、というのはちょっと議論としては難しいのではないか、と

いうのが私どもの考え方です。 
小嶌専門委員：派遣期間の制限を今すぐに撤廃していただくというのは非常に

難しい、というのは私どもも認識しております。ただし、紹介予定派遣の問

題も、それから、今回お願いしております政令改正の問題も共通しているの

ですけれど、建前としては仰ることは非常によく分かるのですが、どこかで

現実と折り合いをつけていった方がかえって労働者保護のためになる、現状

にマッチしたものになるのではないかと思います。 
  紹介予定派遣については平成１７年度に調査をされるということですけど、

これはもう、派遣法が改正される前に、実際にかなり事前面接が行われてい

るというのは厚生労働省の調査でもはっきり分かっていることですし、そう

した状況がその後変化したというようには思えないのですね。だから、今で

もかなりのことは言えるのではないかと。ただ、いずれ、この問題について

は条件整備をした上で解禁していただけるものと考えております。 
  請負の問題についても、なるほど、その法律上の整理というのは頭の中で

はできるのですが、実際には無理があるというのが、やはり現実ではないか

と思います。そういう中で、製造業については１年の期間制限がありますの

で、早ければ来年の３月には、その１年が経過してしまうと。その段階で、

３ヶ月のクーリングの期間を置けば別ですけれど、実際には恒常的に行われ

ている請負について、それが可能な状況にはない。とすると、一旦派遣に転



 13

換して、きちんと整理した上でやったところ、それがまたできなくなったと

いうことで、請負に再転換すると。法令上は仕方ないと言われるかもしれま

せんが、そこで働いている人間にとって、本当にいいのかと。安全確保とい

う考え方からしても、今回提案させていただいたように、政令改正により、

リーダー付派遣については、期間制限を撤廃するというような形で、やはり

しかるべき手当をすべきではないか、と思うのです。 
建前は分かるし、理屈としても、常用代替の防止という考え方を崩せない

というのも分かるのですが、何らかの形で現実に即した対応をするのが望ま

しいのではないか、現実に可能な範囲の中で何とか調整ができないものか、

と申し上げているわけです。 
坂口課長：あの、何点か御意見があったわけでございますけれども、まず、紹

介予定派遣、事前面接の解禁の問題につきましては、前回の改正の段階でも

色々そういうニーズがあったという御指摘も含めて、ということでございま

すけれども、いずれにしても、この紹介予定派遣で事前面接の解禁をしたと

いう状況のフォローアップをきっちりした上で、ということで、この今年３

月の３ヵ年計画でも閣議決定しておりまして。まずはやはりその状況をきっ

ちり踏まえた上で対応していく、ということが私どもとしての姿勢でござい

ます。 
八代主査：どのぐらい時間がかかる予定なんですか。 
坂口課長：具体的には３月で施行１年ということで、４月から調査事項を検討

して、調査事項を確定すればですね、調査をしてまいりたい、ということで

は考えております。 
八代主査：調査事項を確定するのに１年かけるんですか。 
坂口課長：いや、それはそういうことではございません。調査を例えば夏とか

秋とかというような形ではさせていただいて、その結果を踏まえて、必要な

検討を行うということで、この回答の主旨はそういうことでございます。 
八代主査：調査事項なんて、別に１年以内にやって、年度終わって直ちに調査

をすれば半年助かるわけですよね。 
坂口課長：それは、私も今申し上げているのは、調査事項の検討にそんなに長々

と検討するということを申しておるわけではございません。 
  それから、もう１つ、請負との関係も含めて期間制限等々、この位置づけ

の問題でございますけれども、この位置づけにつきましては、先ほども説明

の中で申し上げたように、常用雇用との調和ということも含めて、先般の改

正においても、今小嶌委員が仰ったような、その派遣先あるいは派遣労働者

のニーズもですね、含めてぎりぎりの部分でその枠の中でどう的確にそれに

対応するかということで、いわゆる２６業務以外の部分でも原則１年として
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いたところを最長３年までというようなところで、この位置づけの中での枠

組の中でぎりぎりのところまで期間制限についても考え直した、ということ

でございまして、そういう流れの中での問題としてコンセンサスがあり、こ

うした整理をさせていただいた、ということでございますので、常用雇用と

の調和の関係そのものを位置づけを直す、ということは今の段階ではやはり、

中々そもそもの位置づけ、建前ということが崩れてしまうのではないか、と

いうことで考えています。 
  それから、製造業請負についてでございますけども、製造業についても、

現在派遣期間１年ということでございますけども、これは経過的にというこ

とで１９年の３月から３年という形になる、ということもございますし、御

指摘でもあるような、請負についてもう少し長期的なニーズがあるんだ、と

いう御指摘でございますけど、そういうことであれば、先ほども御説明の中

で申し上げたように、請負というニーズの中でそういうものを長期にという

ことであれば請負という形態できっちり法的な義務を果たしていただくよう

な形でやっていただく、というのが法律の枠組としては、やはりそのような

対応をとっていただかざるを得ないのではないか、ということで私どもとし

ては考えております。 
小嶌専門委員：法律上の枠組は分かるのですが、法律の枠組が実態に合ってい

ない、というのが現状ではないかと思うのです。 
坂口課長：それは、あの、法律の枠組と申しますか、派遣期間制限というのは、

冒頭の常用雇用の調和との関係も含めて派遣制度という位置づけに基づいて

そういう期間制限を・・・ 
小嶌専門委員：いやいや、だから、期間制限をすぐに撤廃していただきたい、

とは申しておりません。 
坂口課長：ですから、請負を注文主として発注される、という側のニーズとし

てですね、単に長く発注したいんだ、ということをもってして派遣期間の制

限、あるいは派遣期間を延長するということというのはやはり法律の趣旨を

設けている考え方からしてもやはり違った話になってしまうんじゃないか、

ということを申し上げているわけなんです。 
鈴木氏：極めて現実的な課題としてですね、１年の期間制限に直面する事業者

が来春にはかなり出ますよね。先ごろ大手の派遣・請負会社に指導が入るな

ど、請負から派遣への転換が進んでいるわけですが、それがまた来年のしか

るべきタイミングで、つまり１年経過した時点で請負に再び転換をしなけれ

ばいけないと。つまり、実態として派遣であるならば派遣でやりなさい、と

いう風な指導が行われていたにも関わらず、１年経過した時点でまた請負で

やりなさい、というシフトが起きてしまう訳ですよね。果たしてその時にど
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ういう対応を取るべきなのかと。それは事業者の責任である、といえばそれ

までなんですけれども、厚生労働省としてはそのような問題にどう対処して

いくべきなのか、というのを御教示いただけないでしょうか。 
坂口課長：今の点は、私どもとして、今現場の方で御指導等させていただいて

おるのも、指揮命令の関係から言って、本来派遣の制度でやっていただく方

が適切だ、という業態というものを捕まえて派遣にしていただきたい、とい

うことで申しておるわけでございまして、期間制限というのは先ほど来申し

上げているように、やがては３年ということでございますけど現在１年とい

うのはまた別途の観点があって、その枠組の業態での指揮命令ということに

なれば、本来の期間制限を超えてそういう働き方、ということになれば、ま

さしくその、常用雇用への道も含めた形での働き方を模索していただく。で、

我々としては１年たった時点で同じ働き方なのに本来派遣という形での枠組

の中で業態としてあるにも関わらずそれを無理矢理請負に持っていってくだ

さいという、それは派遣法違反の形にまた戻してください、というような御

指導をするつもりはもちろんございません。 
鈴木氏：それは、まあ当然できないですね。 
坂口課長：ですから、それはそういう形であれば、期間制限を超えて、という

ことになれば、常用雇用という道をとっていただくか、あるいはその、そう

いうこととはまた別にアウトソーシング的な形での業態をとりたい、という

ことであれば、請負という形で適正にできるような形での業態を作り直して

いただきたい、ということで御対応されればと。 
八代主査：いや、ですから、やっぱりそこは現場の労働者にとっては極めて迷

惑なことになってしまうわけですよね。ですから、やっぱり、突き詰めれば

今の派遣法が持っている二重の相反する制約、つまり、派遣労働者の保護な

のか、派遣労働者と競合する常用労働者の保護なのか、という全く矛盾する

ことを１つの法律の中に持っているが故の宿命であってですね。仰っている

ように、それは実態が派遣だったらちゃんと派遣らしくして１年制限やれと。

しかし、１年制限終わったら常用になればいいと言われるんですけど、それ

なら最初から常用で雇っているわけで、結局その人は首になってしまうわけ

ですよね。 
ですから、何ていうか、もし派遣労働者の利益のための派遣法だ、という

ことを徹底すれば、やはり派遣労働者が最も働きやすいやり方であって期間

制限も当然ながらもっと長い方がありがたいわけですが、そこに徹底できな

いことから、今のような現場での、非常に矛盾が起こってくるんじゃないか

ということで、これはやっぱり、いずれは派遣法を根本的に見直す必要があ

るんじゃないかと思います。 
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  つまり、長期雇用保障というのは無形文化財じゃないんですよね。これは

合理的な仕組みであって、別に労働省が保護しなくたってちゃんと生き延び

る合理性を持っているものだ、という認識が欠けている。ちょうど人間文化

財みたいにこれを保護しなければ絶滅するような遺物だ、という考え方で法

律で保護されている。それが基本的におかしいんじゃないか、というのが私

の考え方であって、対等な競争に晒せれば別に長期雇用はちゃんと残るわけ

であって、何でそこまで派遣労働者をいわばいじめるような形で守らなけれ

ばならないのか、というのが本当は根本的な問題だと思うんですよね。 
ただ、それを言い出しても中々終わらないでしょうから、もう少し、小嶌

先生とか鈴木さんが言われたことは、もうちょっと現場で、この請負から派

遣に替わった労働者が再びまた請負になるかあるいは解雇されるか、という

瀬戸際になったときにもうちょっと何か行政的な配慮がこの短期間だけです

ね、例外的にできないか、ということをお聞きしているんだと思うんですけ

れども、どうなんですかねその問題は。いや、法的解釈については何回聞い

ても非常に明確でよく分かるんですけど、現場の労働者の立場に立ったとき

に何かできないのか、ということなんですよね。 
坂口課長：まあ、あの、法的な問題としては、今ある制度として先ほど申し上

げたとおりでございますけれども、我々としては、今回予算を要求させてい

ただいている調査の中で、できれば請負の業態についてもですね、中々実態

も分かっていない部分もあるので、そういったところについては併せて調査

をさせていただきたい、というようなことも含めてですね、今後の対応につ

いては考えたいと思っています。 
  ただ、今申し上げたような法的な枠組の中ですので、制度の対応としては

先ほど申し上げたような事にならざるを得ないということでございます。 
小嶌専門委員：堂々巡りになりますから、最後に１点だけ申し上げたいと思い

ますけれど、平成９年２月２８日だったと思いますが、職業安定法施行規則

の改正をされましたよね。あの時に職業安定法で例外的に有料職業紹介事業

が認められる「特別な技術を必要とする職業」の中に、ほとんどのホワイト

カラーの職業をかなり強引に、といいますか、突っ込まれましたよね。 
それと同じというか、そこまで大胆なことをやっていただく必要はないの

ですが、今回の場合も、常用代替の防止という基本的な考え方をすぐに変え

られないというのは分かりますけれど、例えば、派遣法にもその前提として

常用代替防止のような考え方はあるのかもしれませんが、「特別な雇用管理を

行う必要があると認められる業務」というのが、２６業務の例示として規定

されている。だから、これに含ませるような形で、製造業に限定する必要は

ないのですが、リーダー付派遣のようなものについては、特別な扱いができ
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ないのかと。そのような形で処理した方が、製造業務における１年制限問題

にも、有効に対応できるのではないか、と申し上げているのです。 
そういう試みも全くできない、という状況にあるのですか。 

坂口課長：今、試みというか御意見で仰ったのは、請負の法制化の後段の部分

の２６業務への追加の部分だと思うんですけども、これも説明の繰り返しに

なってしまうんですけれど、試みとして、ということでございますけれども、

そもそもの２６業務の考え方そのものの枠からはですね、やはり仰ったよう

な御提案というのははみ出してしまうのではないか、ということで私どもは

考えています。 
小嶌専門委員：繰り返しになりますが、先ほど職業安定法を例に出しましたけ

れど、当時の職業安定法には、有料の職業紹介事業は何人もしてはならない

という大原則があった。そのもとで、例外的に有料職業紹介事業を認めると

いうスタンスだったわけですね。にも関わらず、この例外的に有料職業紹介

事業が認められる「特別の技術を必要とする職業」の中にホワイトカラーを

包括的に含めるという趣旨の省令改正を平成９年の段階で労働省はおやりに

なったわけです。これと比較しても、今回提案させていただいている政令改

正は、十分可能ではないかと思うのですが。 
岡崎課長：よろしいですか、続きでやりますか。４の（３）、１５ページをお願

いしたいんですけど。 
八代主査：高校生のですね。 
岡崎課長：高校生です。この、これについては、どうも若干誤解されているの

ではないかと私ども思っておりますが、高校生の職業紹介をハローワークの

専管ということで位置づけてる、ということは全くない、という風に思って

おります。 
八代主査：何かハンコを押してもらわなきゃ駄目だという話を聞いたんですが。 
岡崎課長：いや、それでですね、３のところに書きましたが、これは学校との

関係において、ハローワークで、学校の先生の方が必ずしも求人の確認その

他が慣れてない、ということもあるのでハローワークでやっていると。従い

まして、民間が高校生向けの職業紹介をやられる際に、ハローワークが確認

するとか、そういうことにはなっていませんし、民間がやられるかどうかに

ついては、それは、私ども何の制約もしているつもりはないということです。 
八代主査：それは学校の制約だ、ということなんですか。 
岡崎課長：いえ、だから、やられてですね、求職者がどうやって来るかどうか、

とかというのは、それは民間企業としてのやり方だけじゃないかと思うんで

すね。 
八代主査：ただ、民間企業の話を聞いたら、職安を通さなきゃ駄目だ、という
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明確な指導があるという風に聞いているんですけれども。 
岡崎課長：それは、場合によってどこかの局で・・・ 
八代主査：文科省の方だということですか？ 
岡崎課長：どこかの局で何か間違ったことがあったとすればですね、これは私

ども訂正しなければいけませんが、あの、私どもは、学校との関係で、学校

で直接求人を受け付けるのは中々難しい面があるので、その分はハローワー

クが、まあ、代行というのも変ですが、確認してやっている。だから、民間

企業が別途高校生向けの職業紹介をやられるについては、私どもは確認する

つもりは全くありませんし、それはやっていただければいいんではないかと。 
鈴木氏：１５ページの１と３というのはですね、実は非常にびっくりする解釈

でございまして、それは我々の誤解であった、民間事業者の一方的な誤解で

あったという御指摘を今頂戴しました。 
  改めて確認なんですけど、この「新規学校卒業者職業紹介業務取扱要領」

というのは、今は存在していない？あるいは、いる？ 
岡崎課長：あります。 
鈴木氏：いる。では、民間の事業者を拘束するものではない？ 
岡崎課長：ではありません。うちの業務要領ですから。 
鈴木氏：これは、過去においても民間の職業紹介事業者の行為、つまり職業紹

介行為を規制してきたものではなかった、と。 
岡崎課長：ちょっと、ずっと過去までは私、あれなんですけれども、いずれに

しても、この業務要領自体については、うちの紹介の内部のあれですから、

民間との関係を規定したものではない・・・ 
鈴木氏：ということですよね。 
岡崎課長：はい。 
鈴木氏：あの、現実にはですね、各都道府県にあります労働局さんの解釈はこ

れと恐らくイコールではないような気がしています。というのは、高校生向

けの職業紹介を、あるいはそれに近しい支援を行おうとした時に、労働局と

協議をした上でなければ実施できない、ということが実際にあります。労働

局の方からは、民間の職業紹介事業者さんには高校生の職業紹介事業はでき

ないですから、という風に言われているんです。恐らくその根拠はこの取扱

要領ではないかと思うんですけれども、それは誤解だということで認識して

よろしいですか。 
岡崎課長：もし仮に、ですね、どこかの局でそういうことがあったんだとすれ

ば、それは誤解ですので。もしそういうことがあるとすれば、私の方で正さ

なければいけないことだと思います。 
八代主査：正す、というのは正確に言いますと解釈通達を出していただける、
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ということでいいわけですよね。 
岡崎課長：もし、本当にそういう事実が色んなところであるということであれ

ば、ですね。 
八代主査：いや、これは幅広く聞いておりますので、そういうことを仰るなら

是非通達を出していただきたいと思います。それはよろしいですか。 
岡崎課長：それは、何らかの形で、誤解がないようにしたいと思います。 
鈴木氏：ただ、求人事業主としては、当然ハローワークにその求人票を届け出

て、受理印を押してもらった後に各高校に求人票を送るという、この流れは

これはこれであるわけですね。 
岡崎課長：学校との関係ではあります。 
鈴木氏：あります。 
岡崎課長：学校との関係ですよ。 
鈴木氏：例えばですね、民間の有料職業紹介事業者が、企業から求人を受理を

することは何の差し支えもなくできるということなんですよね。あくまでも

高校に求人を申し込むときにはハローワークを通じてその求人を出すという

ことなんでしょうか。 
岡崎課長：すみません、あの、民間事業者が、私どもとは関係なく求人を確保

して、それを前提に、まあ学校が、じゃあその、うちの生徒をですね、求職

者として登録してやってください、と言うかどうかは、それはもう高校の話

ですから、私どもは口は出せませんけれども、そこで、高校の方がどうされ

るか、というのは高校の話じゃないかと。 
  一般に、高校とも関係なく、うちは高校生向けの求人がありますからどう

ぞ、こういう形で広く求職者を募集されるか、高校と何らかの関与をつけら

れるか、そこはまあ、やり方ですし、高校と関与をつけるかどうか、という

のはそれは高校の話であって、私どもの話ではない、という風に思っており

ます。 
鈴木氏：例えば、高校生を採用したいという企業が、直接高校に求人票を出す

場合はハローワークさんを通じてちゃんと受理印を押してもらったものを各

学校に送ります。これはこの流れでよろしいわけですよね。 
岡崎課長：そうです。 
鈴木氏：ただ、一方、同時に、民間の事業者を使って高校生を採用する、とい

うのはこれは全然問題なくできます。その場合には、ハローワークに求人を

出す必要もなければ、所定の書式、求人票の様式を使う必要もない、という

ことでよろしいですか。 
岡崎課長：そうです。 
鈴木氏：これは非常にびっくりしました。長らくそういう風な認識をしてなか
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ったものですから。 
岡崎課長：ちょっと、そういう意味で、もし、どこかの局、あるいは、多くの

局と言われましたけど、そういうあれがあるとすれば、それは誤解に基づく

ものだと思いますので、そこは私ども整理をちゃんとしなきゃいかんと考え

ています。 
鈴木氏：ありがとうございます。 
小嶌専門委員：以前お願いしてやっていただいたこともあるのですが、解釈に

疑義がある場合には、ネット上でこのように解釈される、ということを示し

ていただけませんか。 
岡崎課長：それは、どういう。 
小嶌専門委員：職業紹介関連だったと思いますけれど、派遣についてもあった

ように記憶しています。 
生田課長：あの、いろいろな通知類でですね、民間の事業者の方も含めて、知

っていただいた方がいいようなものについては、インターネット上で公開す

る、ということをやっておりますけれども、そのこと自体は必要性があれば

簡単にできますが。 
小嶌専門委員：違いますか？ 
生田課長：いや、どの程度の数の問題が起きているのか、状況につきまして、

判断する必要もあると思いますので、ある程度の数の疑いがあるとすればで

すね、それは周知した方がいいということになると思います。それは、状況

を見て対応していきたいと考えます。 
岡崎課長：では、続けて。４の（４）、長期失業者の民間委託の関係であります。 
 これにつきましては、規制改革会議等の御指摘や、経済財政諮問会議の色々

な議論を踏まえて、今、長期失業者について、民間委託ということで始めた

ものですが、その際、私どもも、ある意味ではわが国としては始めての試み

ということもあるので、私どもだけで制度設計するのは中々難しいのではな

いか、ということもあります。 
まあ、そういうことで、任意職業紹介事業者の団体の方、あるいは学識経

験者等に入っていただきまして、どういう枠組がいいかどうか、という検討

をしたわけでありまして、まあ、私どもとしては、検討結果を踏まえてシス

テムを作ってきたと、こういうことであります。 
 で、まあ、予算の枠もありますので、年間５，０００人ということで、そ

れ自体は予算上もセットでやっております。そうした際に、長期失業者とい

うのはある意味では次々出てきますから、年間で一時にというのは難しい、

ということで、まあ四半期ごとにしているということであります。 
 そういうことで、地区割りその他を考えて、退職者１２５人と、こういう
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ことで始めたわけであります。 
 当初、第１期はそれでやったわけでありますが、この状況を総理に御説明

したところ、どうも、１地域で１事業者ではきちっとした競争、あるいは比

較ができないのではないかと、こういう総理からの御指摘を受けたわけであ

ります。 
  従いまして、民間事業者からの応募状況等でですね、２つ選ぶのは難しい

ようなところもありますので、比較的民間の応募が多いような地域について

は、複数整理すると、こういう形で第２四半期からそういう形にした、とい

うことであります。 
  いずれにしましても、こういうことにつきましても、変更に当たって業界

団体等を通じて意見を聴取したわけでありますが、中小の事業者から見ます

と１２５は多すぎるというような考え方もあったということでありますので、

まあそれはそれでいいんではないかと、こういうようなお話を受けておりま

す。 
  それから、現に受託している事業者と色々な形で意見を聞いているわけで

すが、そういう中で、半減して６３とありますが、そういうことであっても、

それは民間企業としては採算が合うと、こういうような話も受けております。 
  まあ、これは１社でありますから、全部がそうか、という御議論があるか

もしれませんが、そういう話も受けております。 
  で、あの、継続性ということについては、１回受託した場合には１年間の

継続的な支援ということになりますから、そういった意味で、１２５につい

ては１年間の支援が保障されている、やっていただける、ということになっ

ております。 
  それから、ロの部分で、委託契約書の話がございました。これにつきまし

ては、検討会で色々議論した結果を踏まえたものであったわけですが、私ど

もこういう委託というのがはじめてだったということもあって、他の委託の

引き写したということでありますが、どうもこの事業の中で著作権とかそう

いうことをうちの方に帰属というような中身でもない、ということもありま

すし、まあ、こちらからもこういう御意見もあったんで、第３四半期、今回

契約したものからこれは落としているという状況であります。 
八代主査：どうもありがとうございます。次はまたちょっと違う話なので、こ

こで少しいいですか。どうぞ。 
鈴木氏：すいません、ロの箇所に関しては、先ほど御説明いただいたように、

早速もう委託契約書から削除されているということですよね。それは大変あ

りがたいことですし、感謝します。 
  それから、色々な経緯があって、１回当たりの委託規模が当初の１２５人
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から６３人になったわけですが、もう少し小さな事業者でもできるようにと

いう意図はそれはそれでありだな、と思うんですけれども、ここで申し上げ

たのは、１回当たりの委託規模あるいは事業の継続性というのはですね、１

回受託をすれば１２５人乃至は６３人の方に１年間サービスを継続するとい

う意味の継続性ではなくて、四半期ごとに入札がありますが、１２５人とか

６３人というスケールで１年間ではなくて、もっともっとたくさんの方の受

け入れが３年とか５年連続してできるような見通しが立たないと、事業者と

しては投資がしにくいということを申し上げたかったんですね。 
  つまり、新たに求職者の方を受け入れるということになれば、既存の施設、

什器備品も含めてですが、これだけではまかないきれない。とすると、新た

に物件を手配して什器備品も購入して必要に応じてカウンセラー、アドバイ

ザーといわれる人たちも雇用してサービスを提供しなければいけない。そこ

でやはり二の足を踏む事業者が多くないだろうか、あるいは、そこに投資が

できないがために、結果としてのパフォーマンスを下げる方向に作用してな

いだろうか、ということを懸念しているんですね。 
  ただ、一方で、これは始まったばかりの制度で、試行的にやっているとい

う、そういった性質も帯びてますから、最初からというのは難しかったのだ

ろうと思いますし、あくまでも要望としてご検討いただきたい点です。 
  それから、もう１つは、例えば、１２５人乃至６３人の方たちが結果的に

どのようなプロセスを経てどれくらいのスピードで再就職を果たすことがで

きたのか、あるいは、どのような職業に就かれてどのような給与であったの

か、あるいは雇用形態がどうであったのか、こういった結果が、とりあえず

公表される予定がありません、というような返答を窓口になっている協会か

らは頂いているんですね。ですが、この結果については当然、一定の時期ご

とに、委託者である厚生労働省としてきちんと取りまとめをされると思いま

す。できうれば、よりよい状態で民間委託を実施していくためにも、個々の

事業者に対してだけでなく、先ほど業界団体というようなお話もありました

ように、そこを含めて事実を開示して、協議を是非していただきたいな、と

思っています。 
  これは２つともお願いということになるやもしれません。 
八代主査：後の情報開示は、当然のことで、これは税金を使ってやっているわ

けですから、どれだけの効果が上がったかというのは納税者に示す必要があ

るわけで、別に秘密を守らなきゃいけない、ということはないわけですよね。 
岡崎課長：あの、協会の方は委託の事務をやっているというだけの部分があり

ますので、そういうお答えだったんだと思いますが、私どもとしては、どう

せ、誰がとかそういうのは別としまして、この事業としての政策効果、政策
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の効果、これは評価しなきゃいかんと思っておりますし、その際、私どもだ

けでというつもりはありませんので。 
  ただ、まだ、一番最初でも４月の半ばでしたかね、契約して、１年間の支

援とこういうことになっている中でありますので、少なくとも１年間やった

状況を見ないときちっとした議論は難しいのかなと思っています。ただ、時

期が来た場合に私どもだけで情報を隠してですね、とかそういうつもりは全

くありません。そこはそういう形でやりたいと思います。 
八代主査：この、中小の事業者にとって賛同が得られているというのは何か官

公需法みたいなイメージがあってですね、やはりこれは別に中小事業者の事

業機会の拡大が目的ではなくて、就業困難者がいかに就業できるか、という

パフォーマンスが中心なんで、ある意味では別に大手がやったっていいわけ

ですし、あまりこういう賛同と言うのを重視していただいても困るわけです

よね。ですから、そこはやっぱりパフォーマンスをきちんとやる必要がある

という風に思います。 
  それから、やはり、今話があったみたいに、もしこういうことを、長期失

業者をちゃんとやるんであれば、それなりの投資がいるわけで、何か、誰で

も小手先で簡単にできるような仕事ではないんではないかと思いますし、そ

れから、これはちょっと別途別のところから聞いたんですが、この長期失業

者就職支援事業において、民間事業者がマッチングしたときに、自社物件と

いうんですか、自分の求人先にマッチングしたら初めて報酬が得られるけど

ハローワークに来た求人先にマッチングしたらそれはハローワークの求人情

報なんだから手数料は払えません、コンサル料だけだ、ということだと聞い

たんですけれど、それは正しいんですか。 
岡崎課長：あの、ハローワークの求人というか、私どもは、ハローワークが受

けてる求人情報は色んな形で提供してますので、それを前提に当該事業者の

方が求人先ときちっと話をした上で紹介していただければ、元がハローワー

クの情報だったかどうかということで、区別をしているということはありま

せんが、ハローワークの求人、こう、何ていうんですか、色々なノウハウに

ついての指導をした結果、御本人がハローワーク行ってハローワークで紹介

を受けた、ということであれば、それはそこの事業者が紹介したことにはな

らないだろうと。 
  ですから、そこは、事業者の方で私どもの求人情報を活用していただくの

はいいと思いますし、それを前提に、やはり相手先ときちっと、こういう求

職者なんで、ということで話をしていただいて、そこで結びつける努力をし

ていただいているかどうかということで判断している、ということです。 
  だから、本人がハローワーク行ってですね、ハローワークで紹介を受けて
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就職しました、というものについてはそこでの紹介とはカウントしていない、

という考え方です。 
八代主査：だけど、ハローワークはいわば手続きをしてるわけで、実際は長期

失業者の人が結果的にハローワークでの求人に応募して手続きして入ったか

らと言って、そこまで仕上げるための一種の再訓練というかノウハウを教え

るとか、その努力は別に民間事業者がやっているわけですよね。 
  ですから、その、マッチングということなんですけれども、結果的にハロ

ーワークに来た求人情報であれば最終的にハローワークで手続きするのは当

たり前なんですが、それをもって結果的にハローワークの求人情報先にマッ

チングしたんであれば報酬が得られないということになると、何か非常にイ

ンセンティブとしては落ちてしまうんじゃないかと思うんですね。手続きは

別に最終的にどっちでやったっていいんですが、やはりハローワークの求人

情報というのは一種の公共財であるわけでして、別にそちらは何も独自の事

業者ではないわけですから。どんどんそれを民間事業者が活用して失業者が

１人でも減ればいいわけなので。なんかそこでハローワークの求人情報か自

社物件かで差をつけるということが何か非常に、やや奇異におもうんですけ

ども、そういう公共財的な利用ということは当然同意されるわけですよね、

ハローワークの求人情報というのは。 
岡崎課長：まあ、求人者側の意向もありますけれども、私どもとしては、求人

者が、求人情報として公開してもいいというものについては、インターネッ

トでも公開していますし、いろんな形で提供しています。従って、それを公

共財としてですね、活用して就職していただくことについては、それはいい

ことだろうと思っています。 
  ただ、今回のこの長期失業者の民間委託ということで、これは就職支援の

部分と現実に就職させたかどうかという、２つに分かれて、最初の段階の部

分の評価は一応２０万ということになっていると。で、就職に結びつける、

求人者との話もきちんとしていただくと、それでそこに就職すると、更に定

着というところも含めてでありますが、そういう場合は更に１０万円ないし

３０万円上乗せすると、こういう仕組であります。 
  その就職支援の部分については２０万円という評価になっておりますし、

ハローワークの求人情報を、最初にハローワークに来た求人だから駄目と言

っているつもりはないんですが、その、それを活用して、民間事業者として

求人者との結びつけをきちっとやっていただいて、要するに求人者と話をし

て自分の求人として結びつけていただければですね、それは評価していると、

こういうことですので、そこは私も実は就職支援の部分と紹介就職させたと

いう部分ではやはり評価、インセンティブを変えていく必要はあるのではな
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いかと、こういう風に思っているところです。 
鈴木氏：御趣旨はよく分かります。結局、職業紹介をしていないじゃないかと。

手続きとしてはハローワークさんの求人先に紹介する場合には民間側でもそ

の企業と連絡をとって改めて求人受理をした後に職業紹介をすればいいでは

ないか、というような御指摘なんだろうと思うんですね。まあそれはそうか

なと思う反面、既存の窓口が使えるのであれば、ハローワークさんを通じて

職業紹介をしていただく方が自然だったりすることが多いわけですよね。何

かこう、もうちょっと上手いやりようがないかな、というのが気にはなるん

ですね。ハローワークさんの求人を使うケースが非常に多いというのが１つ。 
  それから、一般的な再就職支援会社、受託事業者としては再就職支援会社

が圧倒的に多いわけですけれども、一般的な再就職支援の手法として、自律

的な活動を支援するというのは極めて重要な仕事なわけですよね。当然その

中にはハローワークだけではなくて御本人の色々なつて、例えば、友人、知

人、あるいは前の取引先の関係といったところを通じて仕事を紹介していた

だくというケースがかなり多いし、かつ、そういったルートで就職をした時

の就職決定確率はかなり高いということは諸々の研究で明らかにされていま

す。ですからそういうケースを尊重するわけですが、これはノーカウント。

何故なら職業紹介をしていないから。従って、決定に関する１０万円と定着

に関する３０万円の委託費が支払われない。見え方としては、２０万円の売

り上げが立つ事業にしか見えないんですね。そこはもうちょっと民間のイン

センティブを引き出すための工夫というのができるような実感があります。 
  せっかく民間委託を進めていこうという流れにありながら、片一方でブレ

ーキを踏んでいるような、まあ、踏まざるを得ないということもあるんでし

ょうか。これもお願いということになりますが、まだまだ見直しができる可

能性があるなあ、ということを感じています。実績を踏まえて、あるいは、

結果どうしてそういう風になったのか、という点を踏まえて是非建設的な議

論をさせていただきたいなということを思っています。 
岡崎課長：そこはその、就職支援、色々な形のノウハウの提供とかの部分の評

価として２０万円が適当かどうか、という議論にもなるんだろうと思うんで

すね。私ども、やっぱり就職支援という部分と就職を結び付けているという

部分とは、やはり２段階はあるだろうと。で、その評価とかインセンティブ

とか、そういうことは事業の受託を検討される中であるだろうとは思います

が、そこを就職支援して後は色々な形の就職があるというのは、それはそれ

でいいと思うんですが、それを含めた場合の適切な報酬額は、ということは

またちょっと違う議論として、それ自体をもとから議論しなければいけない

ことにもなるのかな、と。 
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  で、私どもとしては、これを始めたのは、就職支援だけではなくて、紹介

まで包括的に委託するように、と言われたので紹介の部分が重視されている

議論かな、ということでこういうシステムを考えて報酬体系を考えたという

ことですが、今、仰ったような形であれば、むしろ、紹介までということを

あまり言わずに、就職支援について民間がどういう風にという感じにもちょ

っと聞こえたんですけれどもね。その辺、紹介ということを実は重視されな

いで、就職支援と、その結果どこで就職しようが結果として就職すればいい

じゃないかということであるとすれば、あまり紹介と包括して、というので

はない形の議論というのもあるような気もしますけれども、ちょっとその辺、

色々な見方があると思いますけれど。 
鈴木氏：すいません、繰り返しになって申し訳ないんですけれど、職業紹介、

職安法で規定している職業紹介に限る必要はないと思っているだけであって、

決まる、ということをゴールとした制度設計である必要はあります。あるい

は、決まるだけじゃなくてちゃんと定着する、ということをゴールにした制

度設計である必要は絶対あります。そのような設計になっていることについ

ては非常に正しいという風に私も実感しています。ただし、手法については、

何も職安法の職業紹介に限る必要はないんじゃないでしょうか。そこはもっ

ともっと色々なチャネルを認めていった方がパフォーマンスが上がるような

実感を持っています、ということです。 
八代主査：それからもう１つ別の視点なんですが、これは正社員で就職した場

合に限るわけですよね。 
岡崎課長：正社員というか、要するに雇用保険で被保険者になっている、とい

うことで判定しています。 
八代主査：そうすると、パートとか派遣は駄目なわけ・・・まあ、派遣でも派

遣元の社員ならば、それはいいんでしょうけど、いわゆる常用じゃなくて、

登録派遣は関係ないんですかね。 
岡崎課長：登録派遣で登録されただけではちょっとまずいと思うんですけど。 
八代主査：まあ、要するにパートとか派遣は除く、ということですよね。 
生田課長：パート労働者でもですね、あるいは派遣労働者でも、１年の雇用見

込みがあればですね、雇用保険の適用にしておりますので、実際はその、例

えば派遣会社の例で言いますとですね、ほとんどの登録型の派遣労働者が被

保険者になっていると思っています。色々なデータを見ましても、ですね。 
ですから、安定的に働くと評価される人は、この対象になる、という整理

です。 
八代主査：派遣でも１年間働く見込みがあれば雇用保険の被保険者になれるん

でしたっけ。何か前ちょっと議論したときに、なれないという・・・今は変
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わったんでしたっけ。 
生田課長：少し前からそうなっています。派遣会社の方でですね、１年の雇用

見込みがあります、と言ってもらえればですね、被保険者にしておりますの

で。だから、ほとんどの方が被保険者になっていると思います。 
八代主査：雇用保険の被保険者資格に等しい、ということなんですね。 
生田課長：そうです。 
注）長期失業者の民間委託において、委託費の対象となる「就職」とは、有料

職業紹介事業者の職業紹介により、対象者を雇用保険の一般被保険者（短時

間労働保険者を除く。）として雇い入れ、かつ、対象者を相当期間引き続き相

当期間雇用することが確実であると認められる場合をいう（民間委託による

長期失業者の支援事業仕様書別紙 委託契約書第１４条第１項）。 
これにより、登録型派遣労働者については、委託費の支給の対象となる就

職として評価しないこととされている（上記仕様書７（２）イ）。 
八代主査：分かりました。どうもありがとうございます。 
岡崎課長：４の（５）、雇用保険制度の見直し、というところであります。雇用

保険受給者についてハローワークでの求職登録を義務付けているというか、

そういった点の話であります。 
  私どもとしては、これは、ハローワークの職業紹介についてですね、民間

との関係でどうこう、という議論ではなくて、これはあくまでも雇用保険の

失業認定をきちっとやる、というシステムをしておかないと、雇用保険財政

その他の面から見て大変なことになるのではないかと、こういう思いであり

ます。 
そういう中で、これも何回か御議論いただいているところでありますが、

要するに、失業という認定そのものについては、相当私どもは難しいという

ことを認識しております。そういう中で、求職活動自体は、ハローワークで

必ずしもやっていただかなくともいいわけでありますが、認定手続きをして

いく中で、やはりちゃんとした就職活動をしていないのではないか、あるい

はその、あまりにもえり好みをしているのではないか、というような場合に

ついては、やはりハローワークとしても、場合によっては適切な、私どもと

して適切と思われる就職先を示して斡旋すると。それを受けるかどうかで場

合によっては支給制限をするかどうか、という、こういうシステムとしては

残しておく必要があるだろう、とこういうことでありますので。 
ですから、あくまでそれは雇用保険制度の認定という観点からやっている

ということでありまして、それを超えてですね、ハローワークで必ず求職活

動していなければいけませんとか、そういういうつもりもありませんし、そ

の関係において、むしろ私どもとしては、先ほども先生も仰ったように、最
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後に就職していただくことが一番重要でありますから、適切な民間事業者で

就職試験を受けているのであれば、それはむしろ非常に歓迎すべきこと、と

こう考えているということであります。 
ただ、さっき言ったようなこともありますので、ハローワークでの求職登

録をしないでもいいじゃないか、ということについては中々難しいのではな

いか、と思っておりますし、諸外国その他でもどこで求職活動をするかどう

かとは別として、やはり失業給付等を貰う場合には公的なところでも求職登

録はする、というのが通常のシステムだと、こういう風に思っております。

ただ、これはあくまでちゃんと就職活動をしていないような場合についての

最終的な雇用保険財政等を含めた適正な対応と、こういうことでやっており

まして、それ以上の主旨もありませんし、むしろ、民間を活用して就職して

いただけるように、我々としては望んでいると、こういうことであります。 
それで、他の濫用防止の方法についての話もございます。ただ、我々も雇

用保険制度をずっと運用してきている中で、色々難しい状況の中で色々工夫

しながらやってきたところでありますので、他にもあるんじゃないかと言わ

れても私どもとしてはこの５０年を超える経験の中で、中々、最終的な歯止

めとしてはですね、こういうものがないと厳しいのではないかと、こういう

風に思っているということであります。 
八代主査：いや、濫用防止というのは非常に難しいのは本当によく分かるんで

すが、ただ、ハローワークだって個人のプライバシーに関わることですから、

そう、何ていうかやっぱり限界があるわけで、やっぱり一種のマニュアルに

基づいて、例えば、色々質問されているわけですよね。であれば、まさにそ

のマニュアルを民間事業者が代行してそのとおりハローワークの職員と同じ

ことをやる、ということで、何故そこで公務員か公務員でないかで差がある

のかどうか、というのが１つの問題意識であるわけでして、今、繰り返し言

いますが、駐車違反取締業務を警官ではなくて民間の人ができる時代になっ

ているわけで、似たようなことができないか、という問題意識なんですけれ

ども。何か補足事項ありますか。 
生田課長：では、民間の紹介所とハローワークがあって、失業の認定自体はハ

ローワークでやっているわけですけれども、実際に失業の認定の場面におき

まして、求職活動をしているかどうかというのを確認する必要があります。

その時に、色々な求人をですね、提示して職業紹介を打てる、という余地が

残っていないとですね、求職者の態度を見て厳格な失業の認定を行うことは

難しいという風に思っております。 
  民間の紹介所で例えば失業の認定もお願いし、あるいは職業紹介もお願い

する、というケースを想定しますと、例えばですが、民間の紹介所で持って
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いる求人は求人手数料は当然入りますんで、そういったものを重点に紹介す

るということになりますと、例えばハローワークが持っている多様な求人を、

民間の紹介所の方で提示して、従わないときは給付制限をかける、といった

ような運用が実際は果たして可能かどうか、という問題と、あとは失業の認

定により収入を得るのに、その前提としてですね、色々な求職者に来てもら

わないといけないわけですけれども、そうしますと失業の認定行為自体に問

題の生じる可能性がある、要するに甘くなる可能性があるというような心配

をしております。 
  それで、失業の認定につきましては、駐車違反を取り締まるのとは大分違

っていまして、その時その場にある求人を見て、本当に積極的に職業紹介あ

るいは職業指導をして、厳しいことをとにかくどんどん言わないといけない

ものでございます。ですから、なかなかですね、民間の方にお願いする、と

いうことが今の現状としてですけども、難しいんじゃないか、という感じを

持っています。 
八代主査：分かりました。ですから、要するに幅広い求人先を確保していない

と、就業意欲が沸かない、と。しかし、民間は必ずしもそんなハローワーク

ほどたくさんの求人を持っていないから、というような１つの論拠ですね。

まあ、脅かすかどうかというのは別の話ですけど。 
  よろしいですか、ちょっと時間もあるので。では、その次お願いします。 
岡崎課長：高齢法の改正の関係でございますが、これについては、高齢者雇用

と若年者雇用の関係というのは、国会審議の際にも議論になったところです

が、まあ、私どもとしては、今後も・・・社会の中で、長期的に見れば、や

はり高齢者にもきちっと活躍していただけるようなシステムにしていく必要

がある。高齢者雇用についても、直ちにということではなくて、年金の制度

改正その他色んな流れの中で徐々にやっていこうと、こういうことでありま

すので、それはそれで、やはり必要なことではないか、こういう風に思って

いるところであります。 
  で、若年者は若年者で、その抱えている背景その他を見た上で、対応して

いくということが重要だろう、こういう風に思っております。若年者のため

に高齢者を早く辞めた方がいいとかですね、そういうことには必ずしもなら

ないと思います。 
八代主査：それは当然ですね。 
岡崎課長：社会全体の考え方で進めていく。まあ、こういうことではないか、

と思っております。 
八代主査：だから、若年者のために早期退職を、というのではなくて、ただイ

コールに、その、高齢者だから継続雇用とか定年延長というんじゃなくて、
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決してその、早く辞めさせろってことではないと思いますが。 
次の４の（８）に。 

岡崎課長：では、４の（８）、しごと情報ネットの関係であります。あの、しご

と情報ネットにつきましては、これはまあ、御承知かと思いますが、いわゆ

るポータルサイトでございまして、民間職業紹介事業者とか求人情報提供事

業者がそこにアクセスポイントを置いていると、こういうシステムになって

いる、ということであります。 
私どもとしては、これは、私どもはハローワークインターネットサービス

を含めてでありますが、ポータルサイトとしての機能ということであって、

それがあるからということで他の求人情報提供事業者のビジネスの機会を大

きく制約しているとか、そういうことにはなってないのではないかと、こう

いう風に理解しております。 
そもそも、このしごと情報ネットについては、規制改革推進計画、まあ、

前の計画でありますが、そういったものに基づいてやってきているというこ

とでございますので、そういう中でやってきているということであります。 
それから、（８）の②はしごと情報ネットと離れたような部分になって、あ

れでありますが、助力が必要か自力求職が可能かで、ですね、役割分担して

分けてしまうというのはどうも求職者のほうについてそういう仕分けという

のは中々難しいのではないか、というのが私どもの考え方であります。国は

国で色々な求人を確保しておりますし、民間事業者は民間事業者でそれぞれ

求人を確保しておられるわけでありますので、むしろその確保している求人

に適合するほうに求職者というのは基本的には流れていくのではないか、と

こういう感じを持っておりますし、その中で、求職者の就職可能性、助力が

必要かどうかで分けてしまうというのはどうも、かえって上手くいかないの

ないか、という感じを持っております。 
むしろ、例えば長期失業者等、むしろ助力が必要で、就職のノウハウを提

供するというような部分については、今回はかえって民間に委託したりと、

こういうことにもなっているわけでありますので、どうもこの区分けはあま

り適当ではないのではないかな、こういう感じを持っているということであ

ります。 
  （８）続けて説明しますが、しごと情報ネットの関係でですね、掲載求人

についてチェックできるかどうか、と、こういうことでありますが、これは

外国、例えばオーストラリアにあるようなですね、求人者が直接アップでき

るシステムではありませんので、ハローワークの求人はハローワーク、それ

から民間の求人は民間が受け付けた求人でありますので、そこらへんのチェ

ックは通常の場合と同じに出来ているはずだ、とこういう風に思っておりま
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す。 
八代主査：チェックというのはハローワークも一種のブラックリストみたいな

ものを持っておられて、ここの求人は拒否する、ということができる、とい

うことですか。 
岡崎課長：だから、ハローワークは求人を受け付ける際に社会保険の加入状況

等をチェックしておりますので、それでやってますし、民間のほうがアップ

されている部分について民間事業者が、まあここには民間もやっていると書

いてありますので。勝手にというか、求人者が自分でアップできるシステム

だったらこういう議論はあるかな、と思いますがそういうシステムにはなっ

ていないので、大丈夫だろうと、こういう風に思っております。 
八代主査：今までちゃんと社会保険の加入状況はチェックしておられると。 
岡崎課長：あの、ハローワークはハローワークで。 
八代主査：で、加入してない事業者からは求人を拒否する、ということになっ

ていますか。 
岡崎課長：えーと、ハローワークの求人のことですか。 
八代主査：はい。 
岡崎課長：拒否するというか、入るように指導している、ということですね。 
八代主査：その企業に対してですね。 
岡崎課長：企業に対して。 
八代主査：だけど、紹介はもう別に無差別でやっているわけですね。だから求

職者からみればその企業が社会保険に入っているか入っていないかは分から

ないわけですよね。 
岡崎課長：入っているか入っていないかは社会保険の適用状況ということで、

求人、紹介する際にですね、情報はきちんとやっていますが、私どもとして

は、むしろ社会保険に入っていただく立場ですので、求人を受け付けないで

入るということではなくて、むしろ、労働保険にちゃんと入れ、という指導

をしている、というのが現在のやり方だと思います。で、社会保険について

も当然入っていただく、というのは、まあ同じ厚生労働省でありますので、

そこはそれでやっていかなきゃいかんだろうと思っています。 
八代主査：ただ、社会保険にも入っていない企業というのは極めて労働者にと

って危険な企業の可能性が大きいわけで、我々が考えているのは逆に労働者

保護のためにそういう求人企業はシャットアウトすべきではないか、という

問題意識なんですよね、労働者保護のために。ですから、それは社会保険庁

が一生懸命入れるのはそれはそれでもちろんやらなきゃいけないですが、そ

れと、何というか、また違う話じゃないだろうか。例えば暴力団関係だとか

オウム関係の企業が求人していた時には当然シャットアウトしなければいけ
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ないわけで、そういうことが今の仕組みでは出来ていないんじゃないか、と

いう懸念なんですね。特に、このしごと情報ネットの場合には、ですね。 
岡崎課長：ただ、そこはですね、しごと情報ネットと直接からむ話ではないの

ではないか。というのは、私どもがしごと情報ネットに上げているのはハロ

ーワークインターネットサービスを通じてでありますが、ハローワークイン

ターネットサービスの求人というのは、要するにハローワークが受けつけた

求人です。 
従って、先生の御指摘は、しごと情報ネットというよりは、むしろハロー

ワークの求人受付の際の求人拒否をどこまでやるか、そういう話になってく

ると思うんですね。 
八代主査：そういうことですね。 
岡崎課長：そこはその、私どもとしては当然、企業の義務でありますから、社

会保険、労働保険にきちんと入っていただくことは当然だろうと思っていま

すが、それとその、そういうことがあってはならないのは事実ですが、全部

求人拒否してしまうかどうかということについてはですね、それは求人受付

の原則等とのからみの中でどこまでそれをやるかと。むしろきちっと入って

いただくようにですね、していくのが我々の務めではないかな、とこういう

風に思っているわけであります。 
八代主査：それは建前としてはよく分かるんですが。 
ですから、繰り返し言いますが、別に社会保険に入るかどうかは社会保険

庁の問題であって、我々は労働者保護の立場から社会保険にも入っていない

ような企業は、極めて、賃金も払わない可能性があるんじゃないか、という

意味で危険な企業じゃないかと。それで、なぜネットと関係があるかという

と、私が聞いた情報では従来のハローワークであれば、いわばそれがよき裁

量行政の形で、担当者の人がなるべくそういう企業には紹介しないようにチ

ェックしておられたと。それがネットではできなくなったという話を聞いて

いるので、あえてからんだだけの話でありまして、建前としては、もちろん

そういう裁量はしてはいけないことになるから、あまり公に言う話ではない

と思うんですけど。 
では、続きをお願いします。 

岡崎課長：④でありますが、就職困難者の助成金、これは特定求職者雇用助成

金だと思いますが、これについては、雇用保険３事業全体についてでありま

すが、ちゃんと目標を設定して、成果をということで、これについては、２

にありますような形で活用した人についてのその後の定着状況を見ていると

いうことであります。支給対象となった労働者とそれ以外の労働者、雇用保

険のデータでつき合わせたところ、受給した方の方が離職率が低い、まあ定
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着状況がいいと、こういう結果になっているところであります。我々として

は、いずれにしても色んな形でフォローアップ、要するに助成金がきちんと

なっているかどうか、これは色んな形で検証しなきゃいかんと思っています

ので、今後とも色んな形でやっていきたいという風に思っております。 
  それから、うちの関係だけですいません、３２ページでありますが、地域

の雇用創出の基金の話であります。これについては、雇用情勢が非常に厳し

いという状況の中で、一次的、二次的なつなぎ雇用の場を提供すると、こう

いうことでやってきた仕組みでございます。 
  で、２のところにありますように、これは２回に分けて、若干制度を変え

てやっておりますが、一度は平成１１年度の補正予算で作りまして１３年度

までやった２，０００億の事業、それから、１３年度補正及び１４年度補正

で予算措置をして今年度末で終わるわけでありますが、総額４，３００億円

でやった事業、こういうことになっておるということです。 
  地域配分ということでありますが、次のページに表で示しておりますが、

そういうような形で、各県の雇用情勢とか求職者の数とか、そういったもの

で割り振って各都道府県に基金をこういう形で作った、とこういうことです。 
八代主査：これは各都道府県の直用ということなんですか。 
岡崎課長：違います。雇用保険で基金を作って、都道府県が基金を作ってです

ね、それを活用して都道府県ないし市町村が一部直用でもいいけども基本的

には民間企業等に事業を委託するという形で、その事業の委託を受けた企業

が何らかの形で事業に必要な労働者を新たに雇うと。その際はこれはつなぎ

雇用と、つなぎ雇用を創出するという主旨でありますので、原則６ヶ月未満

の短期雇用でやっていると、こういうシステムです。 
八代主査：だから、必ずしも人件費ではなくて、事業費にもなっている可能性

があるわけですね。 
岡崎課長：一部事業費になっています。 
八代主査：一部というか・・・ 
岡崎課長：あの、人件費比率は決めていますので。８割以上人件費ということ

であります。 
八代主査：ああ、なるほどね。極端な場合、公共事業に使われている可能性も

あるわけですよね。 
岡崎課長：公共事業は駄目だという・・・ 
八代主査：駄目なんですか。 
岡崎課長：建設工事等は駄目だと。 
八代主査：建設工事は駄目なんですか、なるほどね。 
岡崎課長：あの、要件は色々つけているので。 
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八代主査：分かりました。よろしいですか。じゃあちょっと時間もあるので。

じゃあ、職安関係はこれで全部ですか。 
岡崎課長：最後に、私立学校の雇用保険については、要するに我々としては一

生懸命やっていく、ということでありますが、１３年１月の段階で約１割だ

ったのがですね、色々取り組んで２割に近づいてきているというような状況

であります。私どもとしては、国立大学が非公務員型の独立行政法人になっ

たということで、まあこれは全部入っていただいてますが、これを契機にで

すね、最後の追い込みにかかるということで、注にも書きましたけども、ま

あ、新たに適用になった場合にですね、遡及するかどうかということで特別

な扱いをしてきたところもありますが、そういった取り扱いも、まあ来年度

限りということにする、ということで、もう、とにかくそれまでに、入るべ

きところは全部入っていただく、という覚悟でやっていくと、こういうこと

であります。 
八代主査：それではどうもありがとうございました。また今後ともよろしくお

願いします。 
（職業安定局 退室） 
八代主査：他の局の方、どうも大変お待たせしました。 
妹尾課長：よろしければ、紹介事業にも関係しますので。能力開発ですけれど

も、２８ページを御覧ください。４の（９）、訓練と紹介の一体的な可能性に

ついて、とこういうことでございますが、まずイの方で、職業訓練、まあ、

求職者訓練ということになるんだと思いますが、それと職業紹介事業を一体

的に運用することが必要ではないか、とこういう御指摘でございます。 
それは全くそのとおりでございまして、法律上もですね、職業能力開発促

進法上も、職業紹介と職業訓練は連携して行うべきだと、こういう風に定め

られておりますし、実際の運用上も、まあ、２のところに長々と通達の名前

が書いてありますが、この通達などに基づきまして、３のところに具体的な

連携内容ということで、訓練を始める際、どういう訓練を始めるかというこ

と、それから訓練期間中の職業紹介の支援、それから訓練が終わった後、ま

あ、不幸にして訓練が終わるまでに就職できなかった場合にも更にフォロー

アップをしていくと、職業紹介機関と連携してフォローアップしていくんだ

と、こういうことを定めております。これが現状でございますので、御指摘

の主旨に適っているのではないかという風に思っております。 
それから、ロですね。３０ページになりますが、同じ訓練事業と紹介の一

体的な活用の可能性についてと、こういうことで、ロのところで御指摘いた

だいていますのは、公的な職業訓練を民間事業者に委託をし、その委託費の

一部を民間の職業紹介費用に充てることにどのような問題点があるかと、こ
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ういう御指摘なんですけれども、１のところに書いておりますように、まず、

公的な職業訓練、離職者に対する訓練などを民間の学校などに対して委託訓

練という形で現在大幅に委託をさせていただいております。専修学校であり

ますとか、大学、大学院ですとか、最近ではＮＰＯなども委託先として活用

させていただいておりますが、そこに、委託割合で示しておりますように、

５６％が委託訓練ということで、やらさせていただいております。 
その際に、２のところにありますように、委託訓練を行っていただく民間

協力訓練機関に対しては、再就職促進のために職業相談の実施でありますと

か、求人企業の開拓ですとか、求人情報の提供などを貰っていただく、とい

うことを委託契約の中で決めておりますので、こういうことは現に民間の教

育訓練機関でやっていただいております。 
更には、本年度からなんですけれども、なお書きのところにありますよう

に、委託費の中の一部を訓練終了後の就職実績に応じて支払う、という仕組

みを導入させていただいております。次のページ、３１ページの別紙２とい

うところの一番下、※にありますように、就職率のパーセンテージに応じて

ですね、支給額を段階分けしておりまして、これで就職促進のインセンティ

ブになるということで、これは本年度からですが、導入しておると、こうい

う状況でございます。以上です。 
八代主査：はい、どうもありがとうございます。 
鈴木氏：あの、確認なんですけれども、この場合、自ら職業紹介を行った結果

として就職率が問われるわけではないですよね。つまり、許可を持っていれ

ば職業紹介もできますが、許可をお持ちでなければ別に職業紹介を行わなく

ていいと。つまり、結果として就職率が７０％以上であれば６万円プラス２

万円がお１人当たり払われるということですよね。 
妹尾課長：６万円プラス、というか・・・。 
鈴木氏：６万円の内数でしたっけ、２万円というのは。つまり４万円・・・ 
妹尾課長：典型的に言えばですね、訓練実施経費のとしての５万円に就職支援

経費として就職率に応じて０万円から２万円がプラスされるということです。 
鈴木氏：それは職業紹介に限らないと。 
妹尾課長：結果として。 
鈴木氏：ありがとうございました。 
八代主査：こちらの問題意識はですね、要するに、訓練と紹介というのは一体

であった方が効率的ではないだろうか、つまり、訓練しているうちにその人

の能力がよく分かるわけですし、紹介のために欠けている能力を訓練すると

いう相乗作用があると思うんですが、民間なら一体でできるんですが、労働

省では結局訓練するところと紹介するところが全く別なので、職業訓練校を
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出た後ハローワークに勝手に行きなさい、という形になってしまうと、非常

にもったいないんじゃないかな、ということで、民間に委託訓練制度がある

というのは非常によく分かりましたが、もう少しそこをインセンティブを何

とか付けるような形でできないか、という問題意識でございますが。 
鈴木氏：すみません、もう１つ。 
 あの、これは厚生労働省さんの問題ではなくて都道府県側に問題があるの

かもしれないですけれども、例えば、東京では技術専門校というのがあって、

ここと最寄のハローワークが連携をして職業訓練を行い、ある時期から就職

活動をして職業紹介を受けるという風なことなんですけど、ただ、その視界

の中には民間の事業者というのは全く入っていないんですよね。まあ、全く

とは言いませんけれど、あんまり入っていない。とはいえ、一方で、ハロー

ワークさんと上手く連携が取れているのかというと、そもそも、技術専門校、

職業訓練校に入るときに、ハローワークさんを経由して手続きを踏んでおら

れるのでしょうけれども、就職する際には必ずしも十分な連携がとられてい

るように思えないところもあります、というのが今、八代先生が指摘された

ようなことなのかと思うんですね。だから、受託事業者が職業訓練と紹介を

一体的に行う、というのが１つのスタイルですと。もう１つは既存の職業訓

練機関と、例えば公的な職業紹介機関や民間の職業紹介機関とが連携してや

るというのが、何か、制度設計上インセンティブを作っていくようなことは

できないかどうか、というのは検討の余地があるのかな、ということだと思

うんです。 
八代主査：まあ、また御検討を色々いただきまして・・・ 
妹尾課長：１つだけ。自治体の、都道府県の置いている訓練校についても同じ

ような形で連携をするということにしておりますし、それから、訓練が終わ

った後、どの程度訓練できたか、能力アップしたか、という個々の情報につ

いては、それはハローワークの方へちゃんと送るようにしております。 
そこは、あの、訓練が終わったらあとは勝手にハローワークに行けと、そ

ういうことではない。 
鈴木氏：そう、ハローワークさんには行くんですけれど、民間事業者に行くと

いう連携は取られていないですよね、ということなんですよね。 
妹尾課長：それはないですね。 
鈴木氏：ハローワークですよね。 
妹尾課長：ハローワーク。 
鈴木氏：ハローワークさんでいいんだろうと思うんですが、民間もありますよ

という視点がもしかしたら欠けているかもしれないと。つまり、自治体側で

も色んな就職支援策をおやりになってらっしゃるところが増えてきましたし、
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また、民間もその領域に出て行かれているところなので、そうした時に選択

肢としてあらかじめそういうところが折り込まれていくと、もう少し手の結

びようが出てくるのかな、と。技術専門校って敷居が高いんですよ、民間か

らは。自治体の機関です、我々はハローワークと組んでやってます、民間さ

んは関係ありません。あ、そうでしょうねと。まあ、それが現実だ、という

ことですね。 
  これは、厚生労働省の問題ではないのかもしれませんけれども。 
八代主査：はい、どうもありがとうございました。 
（職業能力開発局 退室） 
八代主査：基準局の方、どうもお待たせして申し訳ございません。 
上岡主任中央賃金指導官：それでは、３番の労働時間規制の適用除外に係る部

分について説明させていただきたいと思います。この中身につきましては、

ホワイトカラー、管理・監督者という部分かな、と思うんですけども、８ペ

ージにございますように、労働時間規制の適用除外につきましては、本年３

月の閣議決定に基づきます規制改革・民間開放推進３ヶ年計画を踏まえまし

て、平成１６年度中にホワイトカラー等に対する労働時間規制の適用除外に

関する海外事例を調査することとしております。現在、この調査を実施して

いるところでございます。更に、管理・監督者の適用除外につきましては、

同計画を踏まえまして、今年度、企業における運用実態等につきましての調

査を行うこととしております。更に、この調査結果を踏まえまして、今般の

労働基準法改正の施行状況を把握した上で今後の対応を検討してまいりたい、

という具合に考えております。 
八代主査：では、続けてお願いします。 
苧谷課長：次のページでございますが、金銭賠償方式による解雇紛争の解決の

件でございますが、解雇の、いわゆる金銭的解決制度につきましては、平成

１４年１２月の労働政策審議会建議において、このような制度を設けること

が必要である旨の提言をいただいているところでございます。 
  それを踏まえまして、審議会の方で検討いただいておりましたけれども、

その中で、申立てや、金銭の額等の在り方について、労使をはじめとする関

係者から、様々な意見が出されました。労働側からは特に、金銭を支払う事

により、労働契約を終了させる新たな権利を使用者側に与えることについて、

色々懸念が出たところです。例えば、お金を払えば何でも解雇できるように

なるんじゃないかというような懸念が出されました。一方、使用者側からは、

例えば、使用者側からの申し立ての要件は厳しすぎるのではないか、あるい

は、金銭を一律に決めてしまうと、どうしても零細企業にとって厳しくなる

というような意見も出てございます。いずれにしましても、こういう建議が
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出たということと、その後の検討でこういう意見も出た、ということもあり

まして、今後も関係者の意見を十分に踏まえつつ引き続き検討を行っていく

こととしております。具体的には、今年の４月から「今後の労働契約法制の

在り方に関する研究会」を開催しておりますが、労働契約法制全般について

広く検討を行っている中で、併せて金銭的解決制度の法律的論点等につきま

しても、金銭の額の在り方等を含めまして、検討を行っているところでござ

います。 
八代主査：では、最賃の方もお願いします。 
上岡主任中央賃金指導官：４の（２）の産別最賃の見直しにつきましてですけ

れども、当省におきましては、わが国における最賃制度に関しまして、産業

構造の変化等を取り巻く制度と、制度を取り巻く状況の変化を踏まえまして、

今後の労働市場におけるあるべき姿について明らかにすべく、労働基準局長

が学識経験者を参集しまして、「最低賃金制度の在り方に関する研究会」を設

置し、第１回を本年９月２１日に開催させていただきました。ついでですけ

れど、実は第２回をただ今この時間に実施をしているところでございます。 
  当研究会におきましては、御指摘の産業別最低賃金制度の在り方を含む、

最低賃金制度の在り方、全体の在り方について、来年春の報告書取りまとめ

を目指しまして検討をいただいているところでございます。 
  次に、資料的にちょっと付けてございますけれども、１３ページを御覧い

ただければと思いますが、この研究会の開催要項のところの１の主旨目的の

中ごろのあたりにも、この、規制改革・民間開放推進３ヶ年計画があるんだ、

とか、また、検討事項につきましても、制度の、最賃制度の在り方の中に、

産別最賃の在り方という形で御検討をいただく、という形になっております。

委員の先生方、次に資料として、８人書いておりますけれども、慶応大学の

樋口先生を座長にということで、御研究をいただいているところでございま

す。 
山越課長：最後に、２０ページをお願いいたします。「仕事と生活の調和に関す

る検討会議」でございますけれども、この検討会議は、昨年から開かれてお

りまして、働く者が生涯を通じてですね、仕事と生活の調和の取れた働き方

を実現できるように、という観点から御議論いただきまして、この６月に報

告書が取りまとめられたところであります。 
  この中ではですね、まず、働く者の意欲、能力とかを最大限発揮していく

ことが必要である、とか、あるいは仕事と生活についての意識が非常に多様

化していると、そういったことを踏まえて、働く人個人個人が職業生活と、

それから家庭とか地域とか学習といった仕事以外の、まあ、生活を、様々な

形で組み合わせて、バランスの取れた働き方を自ら選択できるように、そう
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したことが重要であると、こういうことが指摘をされております。その上で、

様々な広範囲の問題につきまして、御提言をいただいているということであ

りますけれども、この報告書の中で指摘をされました問題につきましては、

その、御指摘の①の問題も含めましてですね、まず、こういった提言内容に

ついて報告書の周知を図っていく、ということをしていきたい、という風に

考えております。その中で、関係者を含めまして、様々な方から意見を聞い

ていく、ということで対応していきたいという風に考えているところでござ

います。 
八代主査：ありがとうございました。では、どうぞ。 
小嶌専門委員：もう時間もありませんから、１点だけお聞きしたいんですけれ

ど、時期的な問題ですね。先ほどその、改正法施行１年後、というのが派遣

法との関係では言われましたけれども、例えば、この８ページの（３）に書

いてある、今般の労働基準法改正の施行状況を把握した上で今後の対応を

云々、と。現在の３か年計画期間中の法改正、ということで考えておられる

のですか。確かタイムスケジュールでは、１６年度のところは海外調査とあ

り、その後は空白だったと思うのですが。 
上岡主任賃金指導官：労働時間適用除外につきましては、１６年度、海外調査

をする、ということで、これを実施をしました調査結果を踏まえて今後検討

していく、ということで、この第３のところもございますけれども、そうし

たことも踏まえまして、ホワイトカラー等につきましては、１７年度中に検

討を開始するべきかな、という具合に考えておるところでございます。 
小嶌専門委員：まだそれ以上の計画は立ってない、と。 
上岡主任賃金指導官：はい。 
小嶌専門委員：分かりました。 
八代主査：パートの概要については。 
小嶌専門委員：では、手短に申し上げますけれども、この検討会議で言われた

中で気になっている点が２点ありまして、１つは、そこに書かせていただい

た、短時間労働者についても所定労働時間を超えれば割増賃金を出さなけれ

ばいけない、という点と、もう１つは、時間単位の年休付与という考え方で

す。時間単位で付与を認めると確かに休暇自体は取り易くなりますけれども、

濫用をどうして防止するかという問題もありますし、年休の消化率もかなり

落ちるのではないか。そこら辺りの問題は検討されたのでしょうか。 
山越課長：これは、私どもというよりも、この検討会議がどう考えているか、

ということでありますけれども、仕事と生活の調和を図っていく上で、やは

り日々日々の間で生活に要する時間というのは労働者にとって必要な場合も

あるので、そういう観点からは、現行有給休暇制度について、時間単位の付
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与ということも考えるべきではないのか、という御指摘であります。 
  いずれにしても、年休というのは、直近の数字が発表されましたけれども、

取得率が低下傾向にあります。 
小嶌専門委員：はい、低下していますね。 
山越課長：そういったことから、別途、取得の問題についてどうするか、とい

うこともここでは議論されておりますけれども、いずれにしても、仕事と生

活には、多様なニーズがありますので、その多様なニーズに適合した形で、

上手く調和が図られるようにしていくべきだ、というのがこの研究会の基本

的な考え方なので、その上に立って、有給休暇についてもそういう提言が出

された、ということです。 
八代主査：どうも、長くお待たせして申し訳ありませんでした。じゃあ、それ

で、今後ともまたよろしくお願いいたします。 
（労働基準局 退室） 
 

以上 


